
 

 

堺市監査委員公表第２７号 

 

監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和２２年法 

律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表する。 

 

令和７年７月１１日 

  

  

堺市監査委員  伊豆丸 精 二 

                                    同     大 林 健 二 

                                                 同       原   繭 子 

                                   同       澤   由 美 

 

  



 

 

監査結果に基づく措置通知書  

 

監 査 の 種 類 定期監査及び行政監査  

監 査 実 施 期 間 令和 6 年 11 月 1 日  ～  令和 7 年 3 月 26 日  

措置を講じた部局等 建設局  

指  摘  事  項  等  措置内容  所管部課  

４ (1) 

都市計画使用料（公園使用料）に

ついて  

堺市公園条例に基づき、公園使

用料及び公園占用料を収入してい

る。  

この事務について、以下のとお

り指摘すべき事項があったので、

適切な処理をする必要がある。  

 

  

ア  公園施設の設置許可    

令和 6 年 12 月 25 日に実地調

査を行ったところ、石津川公園

において、都市公園法に基づく

許可を行っていない倉庫が設置

されていた。  

今回御指摘の倉庫は、約 20

～ 30 年前に地元自治会におい

て設置許可申請が必要である

との認識がなく設置したもの

です。都市公園内に設置可能な

倉庫は清掃用具庫や防災倉庫

等であり、設置を認めるには、

倉庫の主な使用目的が上記に

合致し、安全性が確認できるこ

と等が必要ですが、当該倉庫に

おいては老朽化により安全性

が確認できないため、許可に至

っておりません。  

石津川公園には過去に、当該

倉庫を含め 2 つの倉庫が許可

なく設置されており、地元自治

会と協議を行い、1 つの倉庫は

撤去していただけましたが、当

公園緑地部  

公園監理課  



 

 

該倉庫については自治会活動

に支障がある等の理由により

協議が整いませんでした。  

当該倉庫は、撤去等が必要で

あると考えており、令和 7 年 2

月 4 日に地元自治会と協議し、

倉庫撤去等の課題共有等を行

いました。ついては、当該倉庫

を撤去した上で、新しい倉庫へ

更新していただき、設置許可申

請書を提出していただくよう

継続的に協議を行います。  

   

６ (1) 

公有財産（土地・建物）の管理に

ついて  

公有財産（土地・建物）の管理に

係る事務について、以下のとおり

指摘すべき事項があったので、適

切な処理をする必要がある。  

  

   

ア  貸付料の請求    

廃止水路敷（堺市北区）におい

て、駐車場の使用目的で公有財

産賃貸借契約を締結している。

貸付料の請求については、契約

締結後に契約書記載の条項に基

づいて納付させるものである。  

しかし、本契約手続が始まっ

た令和元年度以降、収入金調定

伺 書 の 決 裁 前 に 納 付 書 を 送 付

し、貸付料を契約締結前に納入

させているもの、納期限の記載

のない納付書を送付しているも

の、契約書の納期限と異なる納

期限を記載した納付書を送付し

ているものがあり、適正な手続

を行っていなかった。  

収入金調定伺書の決裁前に

納付書を送付していたことに

ついて、賃借人からの意思表示

（公有財産貸付申請書提出）に

時間を要していたため、契約書

の条項に記載の納期限内に確

実に納入されることを優先し、

収入金調定伺書の起案と同時

に課内ラインの口頭確認のみ

で納入通知書を送付していま

した。その結果、財務会計シス

テム上の決裁に遅れが生じま

した。  

貸付料を契約締結前に納入

させていたことについても、当

初賃借人との調整の中で貸付

土木部  

河川水路課  



 

 

 料を確実に納入されることを

優先し、貸付料納付後に契約を

締結する必要があるという課

内ラインの認識のもと事務処

理を行っていたことが原因で

す。  

納期限の未記載（事務処理上

の失念）、納期限の異なる設定

（令和 5 年度は納期限である 3

月 31 日が日曜日であるため、

4 月 1 日に設定）についても、

口頭のみでの課内ライン確認

によりチェック機能及び決裁

確認が不十分であっ たことが

原因です。  

今後、財産活用課ホームペー

ジにある貸付フローチャート

を基に、各手続（契約締結の起

案・決裁、契約書の作成、契約

締結、貸付納入通知書の作成・

通知）における具体的な期限の

設定及び各手続におけるチェ

ック項目を追加したマニュア

ルを作成し、事務手続の適正化

並びに確実な引継ぎの徹底を

行います。  

 

６ (2) 

委託料について  

委託料に係る事務について、以

下のとおり指摘すべき事項があっ

たので、適切な処理をする必要が

ある。  

  

 

ア  契約に係る決裁  

道 路 反 射 鏡 点 検 業 務 に お い

て、委託契約を締結するために

は、堺市事務決裁規則の規定に

 

 

御指摘の内容については、土

木監理課長の承認後、土木部長

に決裁文書の確認を受け、契約

 

 

土木部  

土木監理課  

 



 

 

基づき部長級職員の決裁を受け

る必要がある。  

しかし、課長級職員まで押印

を行っていたものの、部長級職

員による決裁が完了していなか

ったにもかかわらず、契約を締

結していた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  委託業務における提出書類  

委託業務における提出書類に

ついて、以下のものがあった。  

 

(ｱ) 府道大阪中央環状線ほか道路

清掃除草業務について、仕様書

では、受注者は、再委託契約を

締結したときは、再委託先の作

業責任者の氏名を含む作業体制

を業務実施計画書に記載するこ

ととされている。  

しかし、交通誘導警備業務に

係 る 再 委 託 先 の 作 業 体 制 と し

て、警備員の氏名が列記されて

いるものの、誰が作業責任者か

が明示されていない業務実施計

画書を受け取っていた。  

 

 

締結の了承を得ました。しか

し、建設総務課長の合議を失念

していたため、合議後に土木部

長の押印を受ける必要があり

ましたがその押印を失念して

いました。  

御指摘を受け、土木部長の押

印を受けました。  

再発防止策として、押印決裁

文書における 文書の施行の際

には、「決裁完了の確認」、「施

行日の確認」、「文書番号の確

認」、「決裁文書と施行文書の照

合」について、担当者以外の職

員によるダブルチェックの仕

組みを作り、令和 7 年 1 月 16

日付で課内職員に周知しまし

た。今後徹底します。  

 

 

 

 

 

仕様書に規定する作業体制

表について、記載を必要とする

作業責任者の事項が明記され

ていませんでした。これについ

て、担当者が事業者との打合せ

や書類の提出時に記載内容に

ついて十分に確認できていな

かったことが原因です。  

御指摘を受け、警備会社の作

業体制表について、作業責任者

を明記し、業務実施計画書を変

更する対応を行いました。  

今後の再発防止策として、道

路清掃除草業務では、業務の初

回打ち合わせ時に作業体制表

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木部  

北 部 地 域 整 備

事務所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 堺市違法駐車等防止活動業務

について、契約書では、受注者

は業務責任者の氏名等を市に通

知するとされている。  

しかし、受注者から提出され

た業務実施計画書に記載された

業務責任者名と、業務責任者届

で通知された業務責任者名が異

なっていた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の参考様式を示す等して受注

者に周知します。また、新たに

作成した仕様書に基づいた業

務実施計画書のチェックリス

トを用いて、事業者と仕様書を

十分に確認し、必要な事項が業

務実施計画書を含めた提出書

類に記載されるように指示・確

認を徹底します。さらに、令和

7 年 4 月 18 日に、道路清掃除

草業務を発注している南部地

域整備事務所、西部地域整備事

務所、北部地域整備事務所の 3

事務所で担当者会議を行い、業

務内容や提出書類の項目につ

いて認識を再共有しました。  

 

関係書類全体を突合する確

認を怠っていたことが原因で

す。また、受注者も指導責任者

を誤って業務責任者届に記載

していました。  

御指摘を受け、受注者と記載

内容の誤りについて再確認し、

令和 6 年 12 月 16 日に業務連

絡体制表及び従事者名簿に記

載されている 実際の業務責任

者名が記載された業務責任者

届を受理しました。  

今後の再発防止策として、委

託業務の契約時に提出される

書類については、受注者と仕様

書の内容について十分に協議

を行い、複数の職員により関係

書類の整合性を確認します。あ

わせて令和 7 年 2 月 27 日に課

長から課内職員に対し、同様の

ことが発生しないよう課内会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイクルシティ

推進部  

自 転 車 企 画 推

進課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

(ｳ) 白鷺公園ハナショウブ園巡視

等業務は、就職困難者の就職支

援達成のため、随意契約により

受注者に業務を委託し、市内在

住の障害者、ひとり親家庭の親、

生活保護受給者等の就労困難者

に対する就労訓練を実施するこ

ととしている。  

仕様書では、従業員一覧が記

載された現場構成表を含む業務

実施計画書を市に提出し、市の

承諾が必要とされている。  

しかし、受注者から提出され

た巡視業務月報において、令和

6 年 7 月から巡視員が変更され

ていたにもかかわらず、市は、

現場構成表を変更した業務実施

計 画 書 を 受 け 取 っ て い な か っ

た。  

また、過年度の契約について、

特記仕様書では、受託業務従事

者訓練業務計画書及び受託業務

従事者訓練業務評価書を提出す

ることとされているが、少なく

とも令和元年度以降（令和 2 年

度を除く）、いずれの書類も提出

を受けていなかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議で周知しました。  

 

「令和 6 年 7 月から巡視員が

変更されていたが、現場構成表

の変更を指示することなく巡

視業務月報を受け取っていた

こと」について  

受注者から現場構成の変更

について事前に報告等がなく、

市も提出された巡視業務月報

と業務実施計画書の現場構成

表が合致しているかを確認で

きていなかったことが原因で

す。  

御指摘を受け、受注者に対

し、現場構成の変更がある場合

は速やかに現場構成表を再提

出し、監督員の承諾を受けるよ

う指導し、令和 6 年 12 月 13 日

時点での現場構成表を受理し

ました。  

今後は、業務実施計画書の内

容に変更が生じる場合は、市に

事前に承諾を受けることを 令

和 7 年度以降の「白鷺公園ハナ

ショウブ園巡視等業務仕様書」

に明記し、受注者に指導しま

す。また、提出書類の確認漏れ

が発生しないようチェックリ

ストにより確認します。  

 

「過年度（令和 2 年度を除く）

に受託業務従事者訓練業務計

画書及び受託業務従事者訓練

業務評価書の提出を受けてい

なかったこと」について  

受注者は受託業務従事者訓

練業務計画書及び受託業務従

 

 

公園緑地部  

原 池 公 園 事 務

所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｴ) 泉ヶ丘地区便所清掃業務につ

いて、仕様書では、受注者が撮

影する業務写真の内容を業務実

施計画書に記載することとされ

ている。  

また、受注者が写真撮影チェ

ック表を作成し、毎月の業務完

了後に、写真とともに市に提出

することとされている。  

しかし、市は、業務写真につ

いての記載がない業務実施計画

書を受け取っており、受注者か

事者訓練業務評価書を作成し

ていましたが、市から提出を求

められなかったため、提出して

いなかったことと、市が「白鷺

公園ハナショウブ園巡視等業

務仕様書」に記載の提出書類を

確認したところ、全て提出され

ていたため、必要書類が揃って

いると誤認識してしまい、「受

注業務による就労訓練につい

ての特記仕様書」に記載の計画

書及び評価書の提出を受注者

に求めることができていなか

ったことが原因です。  

今後は、年度当初の所内会議

において、当該受注者に随意契

約をしている目的や意義を所

内で理解及び共有した上で、当

該計画書及び評価書の提出に

ついても「白鷺公園ハナショウ

ブ園巡視等業務仕様書」の提出

書類箇所に明記し、該当書類の

提出及び受理の漏れがないよ

うにチェックリストにより確

認します。  

 

「業務写真についての記載が

ない業務実施計画書を受け取

っていたこと」について  

受注者が業務 実施計画書に

業務写真の記載を失念し、市も

共通仕様書を十分に確認でき

ておらず、記載漏れを指摘でき

なかったことが原因です。  

御指摘を受け、受注者に対し

業務実施計画書への業務写真

の記載や撮影頻度の追記修正

等を指示し、令和 6 年 12 月 27

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公園緑地部  

 泉ヶ丘公園事

務所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

ら提出された令和 6 年 4 月の業

務写真について、ほぼ全ての作

業日、作業場所において撮影漏

れがあった。  

また、各月の写真撮影チェッ

ク 表 の 提 出 を 受 け て い な か っ

た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日に受理しました。また、市側

の事務手続についても共通仕

様書の再確認を徹底するよう

令和 6 年 12 月 12 日に所内で

確認しました。  

今後は、業務実施計画書確認

時のチェックリストを作成す

るなどにより、再発防止を徹底

します。  

 

「写真撮影チェック表の提出

を受けていなかったこと」につ

いて  

受注者が写真撮影チェック

表の作成を失念し、市も特記仕

様書を十分に確認できておら

ず、提出漏れを指摘できなかっ

たことが原因です。  

御指摘を受け、受注者及び市

において特記仕様書の再確認

を徹底し、写真撮影チェック表

を提出するよう受注者に指示

しました。令和 7 年 1 月以降

は、受注者から写真撮影チェッ

ク表の提出を受けています。  

今後は、成果品確認時に特記

仕様書の提出書類一覧を改め

て確認し、再発防止を徹底しま

す。  

 

「令和 6 年 4 月の業務写真に

ついて、ほぼ全ての作業日、作

業場所で撮影漏れがあったこ

と」について  

作業員が清掃作業に集中す

るあまり、写真撮影を失念して

いたことが原因です。  

御指摘を受け、作業前には清

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ  入札・随意契約結果の公表  

委託業務の入札等結果のホー

ムページ公表に係る事務マニュ

アルでは、予定価格が 100 万円

を超える委託業務の入札結果・

随意契約結果を市ホームページ

で公表することとされている。  

しかし、堺市違法駐車等防止

活動業務では予定価格が 100 万

円 を 超 え て い る に も か か わ ら

ず、公表していなかった。  

掃及び写真撮影等の作業確認

を徹底するよう指導しました。

また、各トイレの清掃作業終了

後には必ずカメラの画像確認

を行うよう受注者に指導し、現

在は改善されています。    

今後は、撮影漏れがないよう

引き続き指導し、各トイレの清

掃作業終了後には写真撮影チ

ェック表を基にカメラの画像

確認を行うことで再発防止を

徹底します。  

 

 

委託業務の入札等結果をホ

ームページに公表する事務に

ついて、「委託業務の入札等結

果のホームページ公表に係る

事務マニュアル」を確認してい

たものの、担当者が掲載案件照

会に対する回答手続を失念し

ていたことが原因です。  

御指摘を受け、委託業務の入

札結果の公表に向けたスケジ

ュールや必要な手続等を課内

で再点検し、市ホームページへ

の掲載手続を令和 6 年 12 月 13

日に行い、令和 7 年 1 月 1 日に

市ホームページ上で公表しま

した。  

今後の再発防止策として、係

で共有している年間スケジュ

ールについて、これまで入札や

契約などの作業項目のみを記

載していましたが、今後は作業

担当者名、スケジュール、ホー

ムページ掲載手続や掲載後の

確認など詳細な内容を記載し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイクルシティ

推進部  

自 転 車 企 画 推

進課  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

毎月の係会議において全員で

確認作業を行います。あわせて

令和 7 年 2 月 27 日に課長から

課内職員に対し、同様のことが

発生しないよう課内会議で周

知しました。  

また、毎月庶務担当者が、財

務会計システムで課内の起案

状況とホームページへの掲載

依頼内容を確認し、掲載依頼漏

れがないようにし、作業担当者

がホームページに実際に掲載

されているかの事後確認を徹

底します。  

 

エ  業務の再委託  

大仙公園内外警備業務につい

て、契約書では、再委託する場

合は、あらかじめ市と協議し、

市の同意を得た上で、再委託先

の名称、再委託する部分や理由

等を書面で市に届け出ることと

している。  

しかし、協議や市の同意がな

いにもかかわらず、受注者から

第三者に業務の一部が再委託さ

れていた。  

 

 

 

御指摘の件について、受注者

がグループ会社内で不足する

人員を融通することが再委託

に該当することを認識してお

らず、市に対して再委託の協議

を行わなかったことが原因で

あり、市も気付くことができま

せんでした。  

御指摘を受け、令和 6 年 12

月 12 日に警備従事者名簿全員

の所属会社の確認を行い、受注

者に対し、他社の社員が従事す

る際の手続の必要性等を指導

しました。12 月 20 日には受注

者から一部再委託届出書の提

出を受け、受理しました。  

今後は契約書の内容を十分

に理解した上で、受注者に対

し、警備従事者名簿に従事者の

所属会社名を記載することを

指導し、市は再委託の有無を確

認します。また、再委託する場

 

 

公園緑地部  

大 仙 公 園 事 務

所  



 

 

合は市と協議を行い、同意を得

ることを徹底するよう指導し

ます。  

 

６ (4) 

現金等の管理について  

現金等の管理に係る事務につい

て、以下のとおり指摘すべき事項

があったので、適切な処理をする

必要がある。  

 

  

ア  公金外現金の管理  

大都市土木協議会事務局の事

務で扱っている公金外現金につ

いて、令和 6 年 12 月 11 日に現

金 出 納 簿 の 調 査 を 行 っ た と こ

ろ、同年 11 月の収支の記載がな

かった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  切手等受払簿の整理  

 

受入及び払出があるごとに

現金出納簿兼預金内訳簿を記

載する必要があることを認識

していましたが、現金管理にお

ける当該処理の重要性につい

て認識不足であったため、 11

月以降の受入 及び払出の内容

を記載していませんでした。  

御指摘を受け、記載漏れがあ

った期間の受入及び払出の内

容を速やかに記載しました。  

今後、同様の誤りが発生しな

いように、事務処理手順を整理

したフローを作成し、現金出納

簿を支出命令等と同じ簿冊で

管理することとしました。ま

た、支出命令等の決裁稟議回付

時に、当該処理の前時点までの

受入及び払出の内容を複数人

で確認できるよう、課内の事務

手続を見直しました。さらに、

今回の事案の原因と改善策を

課内に周知し、現金出納簿の作

成意義を再確認しました。  

 

 

 

土木部  

建設総務課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

令和 6 年 12 月 11 日に実地調

査を行ったところ、切手等受払

簿において、 11 月以降、使用者

印がないまま収入印紙の払出し

を行っていた。  

 

物品取扱員が使用者であり、

印紙の使用と残数の確認を同

時に行ったため物品取扱員の

欄には押印していましたが使

用者の欄への押印を失念して

いたもので、物品取扱員の押印

に関する認識不足が原因です。 

今後の再発防止策として、物

品取扱員は切手等受払簿の運

用を再確認します。また、物品

取扱員が使用者となる場合、確

認機能が十分に働かない可能

性があるため、事前に指定され

た代理者が払出内容と現物の

確認を行います。  

道路部  

連 続 立 体 推 進

課  

 

 


